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1.      背景 

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」）では、2022 年に発生した歴史的なモンスーン

洪水以降も、異常気象に起因する災害が毎年のように発生し、人々は長期的かつ複合的な人道危機に直

面している。2022 年の洪水では全人口の約 15％に当たる約 3,300 万人が被災し、1,700 人以上が死亡し

たほか、約 89万戸の住宅が全壊、約 139万戸が損壊するなど甚大な被害が発生した。また、例年を大き

く上回るモンスーン降雨に加え、猛暑による氷河融解の進行も洪水の要因となったと指摘されており、

気候変動による災害リスクの増大が懸念されている1。 

洪水後もモンスーン豪雨は継続し、2023 年には約 90 万人が洪水の影響を受けたほか、2024 年 4 月に

は主にハイバル・パフトゥンハー（KP）州において突発的豪雨により 100 人以上（多くは子ども）が死

亡した。さらに 2025 年のモンスーン期にはパンジャーブ州、KP 州、シンド州、ギルギット・バルチス

タン地域を中心に再び大規模洪水が発生し、約 690 万人が影響を受け、約 300 万人が国内避難民となっ

たと推計されている2。多くの地域は 2022 年洪水からの復旧が完了しないまま再被災しており、復旧と

被災が同時進行する状況が続いている。 

洪水被災地域では特に食料不足、水・衛生環境の悪化、感染症増加などにより健康状況の悪化が続い

ているにも関わらず、保健施設被害やアクセス制約などにより未だに十分に治療が行き届いていない。

特にこうしたリスクに脆弱な幼い子どもたちや思春期の女子、妊婦、授乳中の女性はより高いリスクに

直面している。 

また、2025 年の洪水や干ばつ等の影響も重なり、2026 年初頭時点でも約 750 万人が危機的水準（IPC 

Phase 3 以上）の食料不安に直面していると報告されている3。洪水は単年の災害にとどまらず、農業生

産の停滞、所得機会の減少、食料価格上昇を通じて中長期的な栄養悪化要因となっている。2022 年洪水

では約 430 万人が仕事を失い、特に農業部門への影響が大きかったが、その後も気候災害の継続により

農村部の生計回復は依然として脆弱な状況にある。 

さらに、洪水による学校施設被害や避難所としての利用により授業の長期中断が発生し、被災地域の

子どもの学習機会にも深刻な影響が生じている。こうした教育の中断は栄養不良や貧困と相まって学習

到達度の低下や中途退学の増加につながることが懸念され、人的資本形成への長期的影響も指摘されて

いる。 

このように、2022 年洪水の影響はその後の度重なる洪水や気候変動による極端気象の頻発により、生

活、生計、教育、健康など多分野にわたり累積的な損失をもたらしている。特に貧困層、女性、子ども、

農村住民など脆弱層では回復の遅れが顕著であり、現在も生活再建の見通しは不透明であることから、

人道支援とレジリエンス強化の両面からの継続的支援が不可欠な状況が続いている。 

 

 

 
1 Ministry of Planning Development and Special Initiatives. 2023. “Pakistan Floods 2022 Post-Disaster Needs Assessment 
Main Report”.  
2 OCHA. 2025. “Support Plan for Relief and Early Recovery: 2025 Monsoon Floods, October 2025 – April 2026”, 20 October 
2025 
3 IPC. 2026. “Pakistan Acute Food Insecurity Analysis Dec 2025–Sept 2026” 
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2.  これまでの JPF による支援実績 
  パキスタン水害被災者支援は、2007 年度より断続的に計 6 プログラムによって行われてきた。これま

でに加盟 NGO14 団体が、合計 54 事業を実施しており、総事業費は約 11.1 億円、間接裨益者を含む総裨

益者数は、およそ 52.9万人となっている。 

 

3.  優先事項 

 

優先事項4 優先事項内容 

1 
人道危機の影響を受けた人々へ

の、尊厳ある生活や安全を担保

するための支援 

人道危機の影響を受けた人々が尊厳と安全を保ちなが

ら生活できるよう、子ども、ジェンダー、既往症、障

害等に配慮し、脆弱な人々の生命や健康リスクの軽減

に資する支援を実施する。併せて、生活基盤の回復を

支援することで、より安定した生活への移行を促進す

る。また、生命の危機を脅かす各種リスクを軽減する

ための支援を重視する。 

2 
将来の災害に備えたレジリエン

スを高めるための支援 

将来の災害による被害を軽減するため、地域および個

人のレジリエンス強化を重視する。防災・減災能力の

向上、リスク認識の強化、早期対応体制の整備を推進

するとともに、子ども、女性、高齢者、障害者等の脆

弱な人々に配慮した支援を実施する。併せて、地域主

体による持続可能な対応体制の構築を通じて、災害時

の影響軽減と迅速な回復を促進する。 

 

事業実施上の留意点 

一定程度の外部性（独立性）の要素のあるモニタリング行うことで、Do No Harmの原則を順守するとと

もに、支援の適切性および有効性を担保する。また今後のパキスタン国内支援の質の向上に寄与するこ

と。  

 
4 支援対象国における最新の人道危機状況、社会・経済状況、セクター別ニーズ/ニーズギャップの規模、他アクターによる支援状況/計

画、国連が定める戦略目標（Strategic Objectives）、JPFの特性等を勘案したうえで、本プログラムにおいて JPFが推奨する事項。た

だし、支援内容（セクターや地域等を含む）を制限するもの、本事項に適合しない支援内容を排除するものではない。 
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4.  対応方針 
  

プログラム概要 

期 間 2026年 5月～2027年 5月 

支援対象地域 パキスタン 

2026年度予算 約 100,000千円（予定） 

 

今年度のプログラムにおいては、事務局が実施するコンセプトノート審査にて個別事業の予算配分を設

定する。 

 

コンセプトノート審査に際しての評価基準（2026年度当初予算）  

1. 申請団体の当該国における他ファンドの獲得状況と活動方針 

2. OCHA. 2025. “Pakistan 2025 Monsoon Floods: Support Plan for Relief and Early Recovery 

(October 2025 - April 2026)”に一致する事業内容であるか 

3. 人道危機の影響を受けた人々への、尊厳ある生活や安全を担保するための事業であるか 

4. 将来の災害に備えたレジリエンスを高めるための支援事業であるか 

5. 申請団体の当該国における経験・知見を活かした、現地の生活水準向上に資する事業であるか 
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5.  セクター別支援計画 
 

〔食料（Food Security and Agriculture）および生計支援（Livelihood）〕 

2025 年モンスーン期の洪水は、農業・食料安全保障の分野にも壊滅的な被害をもたらした。パンジャ

ーブ州では約 112万ヘクタール、シンド州では約 29万 1,744ヘクタールの農地が被害を受けたほか、KP

州を含む 3州全体の農業セクターの経済損失は推計 12億 3,000万米ドルに上る。全国で約 220万ヘクタ

ールの農地が冠水し、2 万 2,800 頭以上の家畜が死亡した5。これらの被害は農家所得の減少や市場価格

の上昇を通じて、生計手段および食料アクセスに広範な影響を及ぼしている。さらに、国連食糧農業機

関（FAO）の分析によれば、3 州合計で約 1 万 4,498km²の農地が浸水し、主要作物6に大きな影響が確認

されている7。 

 FAO と世界食糧計画（WFP）による統合食料安全保障フェーズ分類（IPC）分析では、洪水の残存影響、

長期的な干ばつ、および局地的な不安定情勢により、洪水後（2025 年 12 月～2026 年 3 月）分析対象人

口の 21%にあたる、約 750万人が IPCフェーズ 3（危機）以上の食料不安に直面している。そのうち、約

125 万人が IPCフェーズ 4（緊急事態）に該当している。 

 2026 年 4 月から 9 月にかけては、フェーズ 3（危機）以上の人口は約 670 万人（分析対象農村人口の

19%）にわずかに減少すると予測されているが、これは分析対象郡数の縮小（68 郡から 45 郡へ）による

ものであり、食料安全保障状況の改善を意味するものではない。分析対象人口に占める割合は前年

（20%）とほぼ同水準であり、依然として深刻な状況が続いている8。 

 このように、農業生産の停滞と生計手段の喪失により、食料安全保障は大きく悪化しており、特に小

規模農家が多い地域では回復の遅れが顕著である。さらに、洪水による資材流出や市場価格の上昇によ

り、農家が自力で生産を再開することは困難な状況にある。加えて、ラビ（冬）作期の作付け時期が限

られていることから、適時の支援を逃した場合、食料不安の長期化が懸念される9。 

 

優良種子・農業資材の提供 

 洪水により家屋・貯蔵施設が浸水し、穀物・野菜等の貯蔵種子が広範囲で流失・汚染された。現地農

家への聞き取りでは、繰り返し使用された在来種の発芽率および収量が低下しており、認証種子へのア

クセス不足が生産回復の最大の制約となっている。また、収入の喪失と物価高騰により、肥料・農薬・

農機具等の農業資材を自力で購入することも困難な状況にある。このため、種子・肥料・農薬・農機具

の配付を通じ、冬作期の農業生産の早期再開を支援する必要がある10。 

 

農業技術・気候変動適応に係る研修 

 現地調査によれば、洪水後の表土流出・土壌劣化・排水不良への対処法が農家に十分共有されておら

ず、農業普及機関による技術支援も限定的であることが確認されている11。このため、土壌改良・病害

虫防除・節水技術など、気候変動に適応した農業実践に関する農家向け研修が必要である12。また、繰

り返す気候災害に備えた営農多様化（複数作物の栽培）の促進支援は、中長期的な生計レジリエンス強

化に資する。加えて、洪水時に種子の安全な保管、輸送するための保管場所の特定・活用や適切な保管

手順に関する研修を通じ、種子へのアクセスを保護することも、将来の災害に対する備えとして重要で

 
5 OCHA.2025. “Pakistan 2025 Monsoon Floods: Support Plan for Relief and Early Recovery (October 2025 - April 2026)”. 
6 主要作物：米、綿花、サトウキビ、トウモロコシ、小麦、その他野菜など 
7 FAO. 2026. “Geospatial flood impact assessment in Pakistan 2025”.  
8 IPC. 2026. “Pakistan Acute Food Insecurity Analysis, December 2025 – September 2026”. 
9 KP州農業局からの聞き取り(2026 年 4 月中旬) 
10 FAO. 2026. “Geospatial flood impact assessment in Pakistan 2025”.  
11 FAO. 2026. “Geospatial flood impact assessment in Pakistan 2025”.  
12 FAO. 2026. “Geospatial flood impact assessment in Pakistan 2025” 

https://www.ipcinfo.org/ipc-country-analysis/details-map/en/c/1161020/?iso3=PAK
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ある。また、洪水の頻発化を踏まえ、耐水性作物の導入など、気候変動適応型農業の推進が求められる
13。 

 

〔教育（Education）〕 

 特にパンジャーブ州、KP 州およびギルギット・バルチスタン地域の洪水被災地域では、校舎の倒壊・

浸水、学用品や教材の流失、避難所としての学校利用などにより、多数の学校が長期間にわたり適切に

機能できない状態となっている。推計で約 63万 9,000人の就学年齢の子どもたちが影響を受けており、

パンジャーブ州では 18 県で 667 校が被災し、その約 54%が女子校であった14。道路や交通インフラの損

傷に加え、学校内の安全・衛生環境の悪化は、特に女子児童・生徒の通学リスクを高め、退学率増加の

可能性を一層高めている15。  

 パキスタンは洪水以前から教育分野において構造的な脆弱性を抱えており、5～16 歳の就学年齢人口

のうち約 2,500 万人が不就学とされる。特に農村部、貧困層、女子において就学・修了率が低く、州別

ではバロチスタン州で約 69%、シンド州で約 44%と高い不就学率が顕著である16。教育分野への公的支出

は GDP 比 0.8～1.9%前後にとどまり、校舎整備や教材整備など学習環境への投資が慢性的に不足してき

た17。こうした脆弱な教育基盤の上に度重なる洪水被害が重なり、学習中断の長期化リスクが著しく高

まっている。UNICEFは仮設学習センターの設置などを通じ、KP州を中心に約 3万人の子どもを支援して

いるが、被災規模に対して支援は限定的であり、学習環境の回復と強化を目的とした中長期的支援が不

可欠である18。 

 このような状況を踏まえると、教育セクターにおける支援は、学校施設の復旧や洪水前の状態への回

復にとどまらず、学習継続を通じた子どもの心理的安定と保護、さらには将来の災害に備えたレジリエ

ンス強化を目的として、防災・減災の視点を組み込んだ複合的なアプローチが求められている。  

 また、KP 州の国境地域では洪水被害に加え、国内のアフガン難民の約 6 割が集中しており、その半数

以上が 18 歳未満の子どもである19。貧困をはじめとする多様な困難に直面する重層的脆弱層としての難

民の子どもが多く、就学率が 20%未満の地域も存在することから、学習再開および継続を支える支援が

喫緊の課題となっている20。 

 

安全な学習環境の整備  

 被災した学校では、障がいのある子どもを含む全ての児童が安全に学習を再開できるよう、校舎の修

復や小規模修繕に加え、排水・清掃を含む衛生環境の回復、女子児童・生徒の通学を妨げない水衛生施

設の整備が不可欠である。被災地域では、学校施設（校舎、塀、給水、トイレ設備等）の損壊、および

教材、学校家具、学用品の流失が確認されている。また、多くの世帯が生活再建を優先せざるを得ない

状況にあることから、新たに学用品を購入する余力がない世帯も多数存在している21。 

 

心理社会的支援と教育によるレジリエンスの強化 

 洪水による被災は、児童生徒のみならず、教員や保護者にも心理的不安を与えており、心の健康と心

理社会的支援（MHPSS）を包括的に提供することが重要である。特に、災害後のトラウマや不安、スト

レスへの対処や防災・減災教育等を通して、子どもの感情的安定とレジリエンスを高め、前向きに学習

に取り組める環境を整えられるよう、教員を支援することが求められる。さらに、学校管理委員会を動

 
13 KP 州農業局からの聞き取り(2026 年 4 月中旬) 
14  OCHA. 2025. “Pakistan 2025 Monsoon Floods: Support Plan for Relief and Early Recovery”. 
15 同上. 
16 UNESCO. 2026. “Bridging the equity gap: Addressing out-of-school children in Pakistan with the 2026 UNESCO GEM 
Report”.  
17 同上 
18 UNICEF. 2025. “Pakistan Floods 2025 Update - 12 September 2025”.  
19 UNHCR, UNHCR Country Data-Pakistan  
20 Asia Displacement Solutions Platform (ADSP). 2025. “Barriers to Access Education for Afghan Refugees in Khyber 
Pakhtunkhwa (KP), Pakistan”.  
21 UNICEF. 2025. “Pakistan Floods Update No. 2, 26 September 2025”.  
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員し、教育現場および地域が一体となって災害への備えと対応を行う体制を整えるとともに、防災キッ

ト等の必要物資を配付することで具体的な備えを促進し、教育セクターにおける中長期的な災害への備

えと対応力の向上につなげていくことが必要である。 

 

〔シェルター（Shelter）〕 

 洪水の影響が特に大きかったパンジャーブ州では 16 万 1,700 棟の家屋が損壊した（うち 28%が全壊）。

KP 州でもスワット・ブネル両郡を中心に約 3,500 棟が損壊した。被災した住民の多くは、避難先から損

壊した家屋に戻っても修繕に必要な経済的余力がなく、女性世帯主家庭、高齢者、障がい者など脆弱な

層が構造的に取り残されやすい状況にある。こうした脆弱性の背景には、洪水リスクの高い低地や河川

沿いへの居住集中、泥や籾殻を主材料とする脆弱な伝統的建築様式、そして特にパンジャーブ州南部に

集中する開発の遅れた地域における恒常的な貧困がある。 

 支援の進捗として、パンジャーブ州の PDMA は全壊世帯に 100 万ルピー（約 57 万円）、半壊世帯に 50

万ルピー（約 28 万円）の補償金支給を発表し、支援団体は 2025 年 10 月時点で 30 万人超に緊急シェル

ター支援を実施した。しかし、シェルターセクター全体で必要とされる予算額（2,610 万ドル）に対す

る資金確保率は約 40%にとどまり、住宅修繕キットの配付、キャッシュ・フォー・シェルターによる軽

微修繕支援、耐災害性建築工法の普及といった早期復旧活動の実施は計画規模を大きく下回っている。

OCHAの報告書（2026年 2月）も、遠隔地・開発遅延地域への資源到達の改善と、緊急支援から復旧・復

興への移行を見据えたより持続的な支援モデルの構築を勧告している。 

 今回の洪水被害は単なる突発的災害ではなく、毎年繰り返される気候リスクと貧困・脆弱性の連鎖と

いう構造的課題の表れである。緊急的な住宅再建支援にとどまらず、洪水リスクを低減する建築工法の

普及や避難計画・早期警戒システムへの理解促進など、防災と住宅再建を一体的に捉えるアプローチが

不可欠である。JPF では、こうした人道支援と復興・開発のネクサスの観点から、パンジャーブ州の特

に開発の遅れた地域において、脆弱な家庭への住宅再建支援と防災啓発活動を一体的に実施し、被災コ

ミュニティのレジリエンス向上に寄与する支援を行う。 

 

〔水・衛生（Water, Sanitation and Hygiene）〕 

 被災地域では、水が引き洪水がほぼ収まったものの、水・衛生分野で依然約 500 万人が被害を受けて

いると推定される。多くの世帯が未だ避難生活を余儀なくされており、特に水・衛生設備へのアクセス

が限られた状態が続いている22。特に、パンジャーブ州、KP 州の一部、およびギルギット・バルチスタ

ン地域では、水・衛生において、依然として危機的な状況にある。洪水により飲料水の供給システムが

損壊し、住民は安全でない水に頼らざるを得ず、疾病発生のリスクが高まっている。被災地域では、地

域（学校や保健医療施設）と家庭の両レベルで衛生施設が損壊または使用不可能となり、甚大な被害を

受けた地域では広範囲に渡り、野外排泄の習慣が今なお多く見られている23。 

KP 州では、1,000 か所以上の給水施設が被害を受け、そのうち 484 か所は完全に機能が停止している。

トイレ等の衛生施設が損壊したため、野外での排泄行為が増加した上、衛生施設や石鹸の不足により、

衛生習慣が損なわれたままである。パンジャーブ州では、州内の 30～50%に及ぶ地域が甚大な被害を受

け、数万か所の給水施設が全壊または一部損壊した。水・衛生関連では、給水システムや施設の被害が

最も多く報告されており、地下水が汚染されたことから安全な飲料水の供給が広範囲に渡り不可能であ

る。住宅と共にトイレも流失するなど、多くの住民は衛生インフラが欠如した状態で生活している24。 

現在も復旧段階にある被災地では、4 月以降気温が上昇する時期に伴い、衛生管理の強化が喫緊の課

題である。これにより疾病の発生リスクや二次被害を防ぐ必要があると同時に、気候の影響を受けやす

い地域であることを踏まえ、気候変動に強く持続可能な水・衛生支援への移行に重点を置く必要がある。

 
22 International Medical Corps. 2026. “Pakistan Flooding Response #9 (7 January 2026)”.   
23 OCHA. 20225. “Pakistan 2025 Monsoon Floods: Support Plan for Relief and Early Recovery (October 2025 - April 2026)”.   
24 同上  
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レジリエンス強化に向け、気候変動の影響を受けやすい地域社会が、地域レベルの防災・気候変動適応

計画に、水・衛生を重要な要素として組み込み、災害時の課題に効果的に対処することが望まれる25。

水・衛生分野においては以下のような支援の実施が急務である。 

安全な水へのアクセス改善 

 被災した人々が安全な飲料水や調理、個人の衛生維持に必要とされる清潔な水にアクセスできるよう、

給水施設の復旧、および十分な量と質の水の供給が緊急の課題である。具体的には、給水車による給水、

浄水施設の設置、給水システムの迅速な修復、水質モニタリングと適切な処理、家庭用浄水設備の提供

が求められる26。 

衛生的なトイレや手洗い場の復旧 

避難生活をしている住民やインフラの限られた地域社会におけるトイレなどの衛生施設設置が急務で

ある。加えて、石鹸や生理用品を含む衛生キットも依然不足しており、避難民への配付を広く要する。

また、学校や保健医療施設などの公共施設における適切な水・衛生関連の支援が求められている。衛生

的で使いやすく、ジェンダーに配慮した避難民のための仮設トイレや浴場など安全な設備の設置が緊急

に必要とされている。特に地域社会の災害への対応力向上のため、地域社会の管理する共同給水・浄水

施設の継続的な維持管理を可能とするような能力強化も重要である27。 

被災コミュニティにおける衛生促進 

衛生習慣の不備は疾病発生のリスクを高め、地域社会の回復力を一層弱めるため、衛生意識向上ワー

クショップの実施など衛生促進活動が不可欠である。安全な水の取り扱い方や排泄物の処理方法など衛

生的な習慣を促進、定着させるため、特に避難民が水・衛生関連の重要な情報へアクセスできるよう改

善する。災害時のリスク軽減や予防に備え、個人またコミュニティレベルで水・衛生に関わる意識や行

動の変容を促すべく啓発活動も重要である28。 

以上 

 
25 同上 
26 同上 
27 同上 
28 同上 
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